
イノベーション政策立案のための提案書

ゼロカーボン電源システムの安定化と技術・経済性評価（Vol.2）
－ 2050 年のゼロカーボン電源に向けたシナリオ解析－

ZC 電源達成のために今後太陽光発電（PV)、
風力発電が主力になり市場規模も拡大してい
く。今後の国内市場の拡大を見据えたPV、
風車の戦略的な産業育成が重要である。

蓄電池に関しても大きな需要が見込まれる一
方で、リチウムイオン電池でLi 資源枯渇によ
る価格高騰も予測されるため、Li の安価で効
率的なリサイクル技術、新たな蓄電技術の推
進とともに、大規模な蓄電システムを実現す
るための政策の推進が求められる。

政策立案のための提案

概 要

https://www.jst.go.jp/lcs/pdf/fy2020-pp-17.pdf

2030 年および2050 年において経済的な電力を供給する、低炭素およびゼロカーボン電源（ZC 電源）構
成を、電源モデルを用いたシミュレーションにより検討した。その結果2030 年の発電燃料由来CO2 （燃
料CO2）排出量を2013 年比で50％削減する場合は電力需要1,700TWh/y 程度まで、 70％削減では
1,400 TWh/y 程度まで現在の電力コスト水準以下で供給できることが分かった。さらに2050 年には電
力需要が1,600 TWh/y であっても、 ZC 電源構成が経済的に構築できた。また、設備投資の解析により、
2030 年の燃料CO2 削減率を高めることで、2021 ～ 2029 年の新規設備投資総額を20 ～ 40 兆円程度増
加できることが分かった。

1.電源構成と電力コスト計算
全国各地域での、季節ごとの
代表日の1 時間ごとの電力需
要を入力値とし、発電コスト
が最小となる電源構成を線形
計画法により求めた。電源モ
デル計算条件を表1 に、各
ケースの代表的な電力需要の
もとでの電源構成の内訳とコ
ストを表2 に示す。2030年
では、すべてのケースで
2018年の電力コスト(13.9
円/kWh [1] )を下回った。
2050年は送電費用を含める
と、電力需要1,000TWh/y
で2018年と同程度の15円
/kWhとなった。

2.設備投資、 CO2排
出量の変遷
表2の電源構成に
基づいた、新規設
備投資額および

1 2 3 4 5 6

LNG 12 14 9 15 15 12

太陽光 20 14 28 26 27 41

風力 2 0 12 3 3 18

蓄電池 6 3 11 7 7 19

その他 0 0 0 0 0 0

小計額 41 31 60 51 53 91

LNG 0 0 0 0 0 0

太陽光 24 24 24 56 56 56

風力 40 40 40 64 64 64

蓄電池 10 9 11 22 22 25

その他 31 31 31 53 53 53

小計額 104 104 105 194 194 197

145 135 166 245 247 288

シナリオ

2021～
2029年

2030～
2049年

合計額

表4 2021～2049年の新規設備投資額[兆円] 

表1 本提案書での電源構成モデル計算条件

表2 代表的な電源構成の発電量とコスト

表3 2050年までの電源構成シナリオ

2050年までのCO2排出量を、電力需要と燃料CO2 排出量削減率を組
合わせて想定したシナリオごとに計算した（表3）。2049 年までの
設備投資総額を比較すると（表4）、2030 年の燃料CO2 排出量を
70％削減するシナリオ（3,6）の設備投資総額が、燃料CO2 排出量
36％削減のシナリオ（1,4） の約1.1 ～ 1.2 倍程度となった。CO2

排出量削減を増やすことで、関連の市場が大きく活性化されること
が分かった。また想定したシナリオでは、2050年には燃料CO2排出

[1] LCS, イノベーション政策立案のための提案書，“ゼロカーボン電源システムの安定化と技術・経済性評価（Vol.1）”，科学技術振興機構
低炭素社会戦略センター，令和2 年3 月．

はゼロとしているが、設備建設に伴うCO2（建設CO2）排出は残留する結果となった。ZC 電源の実現に向
け、建設CO2 を抑制する産業面での技術開発がより重要になることが示された。

*各ケースのCO2削減および慣性力制約にて達成できる電力需要の上限（5 TWh/h刻みで確認）
** 一部、無で計算

*石油等も含む
**原子力発電稼働不可として計算


